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要旨 ：2004 年 10月 23 日に発 生 した新潟 県 中越地震で は，広範囲 にわた っ て建物 の 被害が生

じた 。本報告で は ， 震度が高か っ た地 域に お け る RC 造 の 学校 建物 を対象 に し ， そ の 地域 の

耐震化 の 状況 ，建設年と被害の 関係お よび耐震性能 と被害 の 関係に っ い て 調査 した 。 調査 は ，

日本建築学会 の 被害調査お よ び被災度判定調査 の報告書，新潟県の施設台帳，新潟県設計 協

同組 合内の 耐震判定会 の 耐震診断報告書，等の 各報告書お よび現地調査や 聞き取 りによ っ た 。

その 結果，震度 7 地域では耐震化率が 高く被害が少なか っ た こ と ， 震度 6 強地域 と 6 弱地城

で は構造耐震指標 Is値 と被害の 問に有意な差が確認で きた 。
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1．　 は じめ に

　2004 年 10 月 23 日に発 生 した新潟 県中越地震

で は，広範囲にわた っ て 建 物 の 被害が 生 じた。

こ れ らの 被害 と建物の 特性 の 関係を把握 して お

くことは今後の 耐震設計法の構築や耐震補強政

策に 重要で ある。また，今回 の 地震 で は各地 で

計測震度が報告されて い る の で ，震度別 に こ れ

らの 関係 を評価する こ とも で きる 。 そ こ で ， 本

報告では，震度が高か っ た地域 にお ける RC 造 の

学校建物 を対象 とし ， そ の 地域の 耐震化 の 状況，

建設 年 と被害 の 関係 お よび耐震性能 と被害 の 関

係 に っ い て調査 した 。

2． 調査デ ータ

2．1 概要

　調 査は ， 日本 建築学会の被害調査 速報 り
お よび

被 災度判定調査 の 報告書
2），新潟 県 の 施設 台帳，

新潟県設計協同組合 内 の 耐 震判定会 の 報告書，

等の 各報告書お よび現地調査
3M ）や聞き取 りに よ

っ た 。

2．2　対象建 物

　2005 年 1 月現在 で の 新潟県教育庁財務課に保

存 して ある施設台帳に よ り，震度 6 弱以上地域

と震度5 強地域 の
一部の RC 造学校建物 を選出し

た 。 当時 の 市町村名 で示 す と ， 震度 7 地域 （川

口 町）， 震度 6 強地域 （山古志村 ， 小 千谷市 ， 十

日 町市 ， 小 国町），震度 6 弱地域 （長岡市，栃尾

市 ， 越 路町 ， 川 西町 ， 堀 之 内町 ， 広神村，入広

瀬村 ， 大和町）， 震度 5 強地域 （小 出町 ， 湯之谷

村） の 県立 と市町村立 の 全 小学校 ， 中学校 ， 高

等学校で あ る 。概ね 300   以上 の 建物 を対象と

し た が ，構造的に
一

体か ど うか は 施設台帳 か ら

の み では判断で きない の で ，現地で確認で きた

も の 以外 は推測 によ っ た。ただ し，300   以 下 の

建 物で も文献
2）
で耐震性能残存率 R5）が算定され

て い るもの は加 え る こ と に した 。 これ に ， 新潟

県設計協同組合内 の 耐震判定会の 報告書か ら選

出 した 建物 も加 えて ，計 369 棟 を対象 と した cr

2．3　被害程度の判定と耐震診断結果

　被害程度の 判定 は ， 被災度 区分判定
S）
によ っ た 。

判定結果は ，文献
2）
お よび新潟県設計協同組合内

の 報告書で 耐震性 能残 存率 R の 算定され て い る
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建物 ，現地調査
3F ）

をもとに R を算定 した建物 の

計 78 棟を対象 とし た。なお，それぞれ の 図を示

す ときに も再度説 明す るが，R が算定 され て い

な い 建物 で も， 聞き取 り調査等 に よ っ て R を推

定する場合もある。

　診 断結果は ，施 設 台帳 に お い て は ， 耐震 診 断

あるい は耐震補強設 計が なされて い る場合に は，

構造耐震指標 Isの 最小値が記入 される こ とに な

っ て い る 。 しか し， 診断次 数 も不 明で あ り ， 診

断 時 との 時差によ り未記入 の 場 合 も多い
。

　そ こ で ，本報告 で は 第
一

に新潟県設計 協同組

合内 の 耐震判定 会 の 報告 書を優先 した 。 報 告 書

には耐震診断報告書 と耐震補強設計報告書の 2

種類 が あ り，耐震補強設計報告書で は改め て診

断 を行 っ て い る例が 多い 。 こ の 際 ， 耐震診断基

準 の 改定 ， 使用 ソ フ トの 関係 で 以前 に 行 っ た 診

断 と Is値 が違 う こ とが多 い 。そ こ で ， そ の 場合

は耐震補強設 計報告 書の 1s値 を優先 した。また ，

文献
2）
で も Is値が報告 され てお り， そ れ も採 用

した 。 それ 以外 の 場合は ， 施設台帳 の Is値 を採

用 し た 。 な お ， 診 断次数は ほ とん どが 2 次診 断

で あるが，初期の もの で 3次診断の もの もあ り，

施設台帳に よるも の は不明で ある。

　また，補強時 の Is値が記入 されて い て も実際

に捕強 され て い た か ど うかが 不明で あ る とい う

問題 が あ る。あ る い は補強途中で被災 した例 も

あ る。 こ れ に関 し て は現 地調査 ある い は聞 き取

り調 査 で 確 認す る しか な い
。 確 認 で き た の は 4

棟あ るが ， 2 棟は補強部材を確認 し， その 時点で

の lsを算出 した a もう2棟は詳細が不明なの で ，

診断時と補強時 の 平均を被災時 の Is値 と し た
。

　以上 に よ り，地震時の 耐震性能を表す構造耐

震指標 Isが確認で きた建物は計 58棟 で あ っ た。

3．　 耐震化 の状況

　調査全地域 の 耐震化調査結果を表一1 に示す。

対象建物 は ， 建設年で 1981年 の 建築基準法改正

前後で 分け，さ らに ，改正 以 前建 設 の 建物 は 未

診断，診断済 （未補強），補強済の 3 つ に分ける。

補強済 と 1982年以 降建設 の 建物は耐震化 され て

表
一1　耐震化調査結果

　 （a）　学校種別

198且年以 前建設

未 診断 診断済 補強済 小 計

L982年以

降 健設
合計

小学校
8317210286188

（翰 （9｝ ω （54） （46＞ （loo

娼 8 3594099
中学校

（49）   （31 （60） （40） 100

繖
25168493180
（31｝ 〔20） （lo｝ （61） （39） （100
D o 2 2 o 2

そ の 他
（D） （0） L¢o （100 （0） （100

全 建物
1564LL5212157369

（42＞ （12） の （58 （42） （loo

※ （）内は各種別に おけ る合計に 対す る割合N

　　　　　　 （b）　 震度地域別

L981年以前建設

未診断 診断 済 捕 強済 小計

1闘 2年斟

降建設
合計

o12358
震 度 7 地域

（o） （12） （25） （3了｝ （63） 〔LOO）
菊 92573794

虞魔 6 強地域
（49） q2） （2工 （6D （39， 〔LOO）
9931Ll14 匚 LQ6247

夏度 6 弱地域
（40） （L3｝ （4 ｝ （57， 〔43） （100）
110o11920

震度 5 強地域
（55） （0） ｛ω （55） ｛45〕 （LGO）
15641L5212L57369

調 査全地域
（42） （L2， ω （58｝ 〔42｝ 〔邑0ω

※ （〉内は 各地域 に おけ る合計 に 対す る割合帖

調査全地 域

震度 7th域

震 度 6 強 塘域

震 度 6 弱 亀填

震度 5 強 地填

　 　 　 　 0覧　　　　20鴨　　　　40N　　　　6D覧　　　　80S　　　IOO笛

ロ 1981年 以 前 麹 設 （朱 診 断）　 ロ 1981年 以 繭 直 設 （診 斯済 ）

■ 1981年 以 前建 設 （補 強 済）　 ■ 1982年 以 降 建 設

図
一1　 震度地域別 の 耐震化調査結果

い るとする。 表一1（a）は調査 全 地域の 耐震化調

査 結果を学校種別 に棟数 で 示 し た もの で ある。

耐 震化 率は ， 小学校で 47％
， 中学校で 43％ ， 高

校で 49％，そ の 他で 100％ ， 全体で 46％ で あ っ た。

　表
一1（b）は調査 全地域の 耐震化調査 結果 を震

度地域別 に棟数で 示 し た も の で ，図
一1 は表一

1（b）を図示 した も の で あ る e 耐震 化率 は，調査

全地域で 46％ ， 震度 7 地 城で 88％ ， 震度 6 強地

域で 41％ ， 震度 6 弱地域で 47％ ， 震度 5 強地域

で 45％ で あ っ た 。 震度 7 地域 の 川 口 町 で は
， 棟

数が少ない とは い え 8 棟の うち 7 棟が耐震化 さ

れて い たた め、他の 地域 に比 べ て 耐震化率 が非
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常に高か っ た こ とが分か る e

4．　 建設年 と被害の 関係

4，1概要

　調査 全建 物 の 建設 年 と被害 の 関係 を震度地域

別に 表一2（a）〜（d）に示す ． 対象建物 は ， 上部構

造 に の み被害を受 けた建物 と基礎構造 に被害を

受 けた建物 （上 部構造 に も被害は あ り うる）に

分 け，それ ぞれ で 被災度を区分 す る。上部構造

の 被災度は 耐震性能残存率 R によ り，軽微 （R

≧95），小破 （80 ≦ R ＜95），中破 （60≦ R 〈 80），

大破 （R ＜ 60）と区分 し，基礎構造の被災度は 基

礎 の 沈下 量 と傾斜 に よ り，小 破，中破 ，大破 と

区分する。被災度区分判定の 結果を用 い た の は，

全 369棟 の うち R の 算定 され て い る 78 棟で ある

が，R の 算定され て い な い 291 棟に つ い て は す

べ て 上部構 造の 無被 害 ・軽微 とした。

　図一2（a）〜（d）は ， 上部構 造に被害を受 け た 建

物 の 建 設年と被害 の 関係 を震 度地域別 に 示 した

もの で あ る。

　図一3（a）〜（d）は ， 基 礎構 造に 小破以上 の 被 害

を受けた建物の 建設年 と被害の 関係 を震度地域

別に示 したもの であ る 。

　図
一4（a）〜（o）は ， R の 算定 され て い る 78 棟

を対象と して 建設年と R の 関係 を震 度地域別 に

示 した もの で あ る。○ は未補強 の 建 物 ，△ は補

強済 の 建物，◇ は補強途中の 建物，黒塗 りは基

礎構造に 小破以 上 の 被害を受け た 建 物 を示 す 。

4．　2上部構造の 被害

　上部構造 に小破以上 の 被害 を受けた建物は ，

調査全地域で は 1971年以 前建設 で 11％，1972〜

1981年建設 で 10％ ， 1982年 以降建設 で 5％ （表

一2（e）），震度 7 地域で は 0％ ， 0％ ， 20％ （表
一

2（b）），震度 6 強地域で は，18％ ， 11％，6％ （表

一2（c）），震度 6 弱地域で は，8％，5％，4％ （表

一2（d）） で あっ た。棟数の 少な い 震度 7 地 域を

除 けば ， 建設 年代 が新 しくな るほ ど小破以 上 の

被害の 割合は減少 して い る。

　上部構造に大破 の被害 を受けた建物 は 3 棟あ

っ た （図一4（a））。こ の うち 2 棟は震度 6強地域

表
一2　建設年 と被害の 関係

　　 （a）　 謂査全地域

上 部構 遭 の櫨澱度 番婁悔遭の 蟹災度
陰設年 ’」皸 中碪　 大 破 小計 ノト賎　 中蕨 大確 小野

鰍

8072 　 　 　 1go1 　　　 且 呂 5 粥
旧 7 似 前

‘84， 且 2　　　 1 眄 35qoo ）

10291 　　　 11 ■31 　　　 034u7
■972〜亅981

餠 〔8〕 ω 　　（1〕 （971 （l　　 o23qQO
14661 　 　 　 1 且540 　 　 　 123 自57

L982 以降
｛93405 　　05 兜 o　　 〔1q   Ioo，
328 躍 4　　　 33572 　　　 28L2 跚

舘
（ε9） 〔8〕 n　　q97 》 05 　　05 〕   3〕 qoo

（b）　 震度 7地域

上部構 造 の蠻 災度   遣の 被災 度
瞳設 年 無

小 酸 中破 　 大 破 小 計 小 厳　 中磧 大霞　 小 計
甜

0oo 　 　 　 o00 　　　 0o o
L971以 前

o D （Dl
3o0 　　　 030 　　　 0o 　　　 o3

四 72〜且981looo
〕 O　　 （0） UD σ） 〔o）　　 oo 〕　　 ogoo

3 直 D　　　 O ‘ 0　　　 且 0　　　 15
馳982以 降

60 （20o 　　　 o80   （  　　（20 夐DO，
6 且 0　　　 070 　　　 1 ¢ 　　　 13

含計
74） （i3〕 o　　   （8η   〕　　 U3 （o〕　　（Luoo ）

（c）　 震度 6強地域

上部 購遼 の朖災匪 基 霞鷹 造 の 被災 度
廟 殴年

小確 中 確　 大 破 小計 小 破 報 犬碩 小 計
合計

罰 1 笛 匸 3 詔
197】以前

（7P （89 〔loひ
2320 　 　 　 1 艶 匚 023 圏

田 72〜L鮒 1
衵 〔7） o　　   鰹め ｛‘ 〔  （巳8Ioo
糾 01 　　　 止 防 001137

19 銘以障
9且 〔ω 3　　 く3） （97， o， 〔03   loo

” 62 　　　 287 五 157 氈
鮒

鴎 〔72 　　　 ） （9311 （7Io ゆ

（d）　 震度 6 弱地域

上部嬬遭 の 被災度 遭 の 観災度
陰殴年

小 磯 中酸 大磁 ’1僻 小 破 報 大穩 小 計
含針

託 611o 2
四71 以前

齢 oo

衵 4oo770o 匪 1  
L972噌B8L

（9嘘， 5O099oo ， q 〕 （塞 夐oo）
go且 4Do105o0L 匸 Io6

置9暁以 降
（蛉 冫 4o ） o 0oGLIDO ，

230n1124310342 ‘7
舘

934q5 （05 弼 ｛GS 〕 o く匚 5〕 Ioo

の 建物 （図一4（o））で あ っ たが ， いずれ も 1 階

柱 の 曲げ圧 壌で あ っ た 。 こ の うち 1 棟 は 1982 年

以降に 新耐 震設 計法 に よ り建設 され た ピ ロ テ ィ

建物で ，もう 1 棟は 渡 り廊下棟で あ っ た。大破

の 被害を受けた もう 1棟 は震度 6 弱地域の 1971

年以前に建設 され た建物 （図一4（d））で ，1 階の

桁行 き方 向の 柱 の 多くが せ ん 断破壊 して い た 。

こ れ らの 柱で は せ ん 断破壊面 で の コ ン ク リ
ー

ト

に打設不良が伺われ た e

　上部構 造に 中破 の 被 害 を受け た建物 は 7 棟 で

あ っ た （図一4 （a））。 こ の うち震動に よ る被害は

5棟で あっ た。これ らの被害は渡 り廊 下棟 の 柱曲

げ と コ ン ク リー トの 打設 不 良に起因する柱 の せ

ん断破壊 の 他に ，極 短柱 の せ ん 断破壊がみ られ
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た 。 また ， 震度 5 強地域で も 2 階の極短柱の せ

ん 断破壊 による 中破の 被害が み られた （図一

4（e））。

　 1982年以 降に 新耐 震設 計法 で建設 され た建 物

で 上部構造に 中破以上 の 被害 を受け た もの は 2

棟 あり、いずれ も 1 階柱の 曲げ破壊で あ っ た （図

一4（a））。

4．3基礎構造の被害

　 基礎構造に小破以上 の 被害を受 けた 建物は 12

棟あ っ た （表一2（a））。 小破 2 棟，中破 2 棟 ， 大

破 8 棟で ，建設 年代に は相関が見 られ な か っ た 。

こ の 中で，杭基礎建物は ll棟で ，直接基礎は 小
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図
一4　建設年 と耐震性能残存率 Rの 関係

5．　 耐震診断 の 結果 と被害の 関係

　地震時 の 構 造耐震指標 Isが確認で きた 58棟を

対象と して ， 【s 値 と建設年の 関係を図一5 に示す 。

○ は 未補強の 建 物，△ は 補強済の 建 物，◇ は補

強途中の 建 物を 示 す 。

　 また，図
一5 と同 じ 58 棟 を対象 として，構造

耐震指標 【s と耐震性能残存率 R の 関係 を図
一

6（a） 〜（d）に震度 地域別 に示す 。 た だ し，ls 値

が算定 され て い て も R が算定 され て い な い 建物

は，文献
1）の調査結果あるい は聞き取 り調査によ

り 被 害 程 度 が 軽 微 で あ る こ と を 確 認 し ，

R ＝97，5（％）と し て 図示 し た。○は未補 強の 建物，

△は補強済の 建物 ， ◇は補強 途中 の 建物，黒塗

りは基礎 構造 に小破 以 上 の 被害を受 けた建 物 を

示す 。

　 なお，本報告で は，文部科学省 の 定め る RC 造

学校建物 の 構造耐 震判定指標 Iso＝O．7 に新潟県 の

地域係 数 Z＝0．9 を乗 じた Iso≡O．63 を用 い る 。

　調査全地域で は ， 大破 の被害 を受けた建物が 1

棟 ，中破の 被害 を受けた建物が 3 棟 あっ た。ま

た ，IS値が 基準値 Lo を上 回 っ て い る建物 の 被害

は ， 小破 ， 中破 ， 大破で それぞれ 1 棟ず つ あ っ

た （図
一6（a））。 ただ し，大破の 被害を受けた 1

棟 は ， 震度 6 強地域の ピ ロ テ ィ 建物で ，1 階柱の

曲げ破壊で あっ た （図一6（o））．小破 と中破 の そ

れ ぞれ 1 棟は ，
い ずれ も震度 6 強地域 の 基礎構

造に被害を受けた建物で あっ た （図一6（c））。

　震度 7 地域で は，耐震化率が 高い こ とは前述

したが ， 旧 基準で設計 され た建 物 1 棟を含む全

建 物 3棟の 被害は軽微で あ っ た （図一6（b））。

　震度 6 弱地域では，小破 と小破に近 い 中破の
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　 1oo

　器

　藷

鞠
　器

　
1

：

　 o　　　　　　　　　　　　　　 大確

　 　 　 　 o 　奈櫨強

　 　 　 　 △ 　頓強済

　 　 　 　 ◇　植強途中

：rs・o．，ca　　 賄 りは飜 櫨 あ り

O．00　 0．！0　 04Q 　 O　60　 0eo 　 ，、00　 120 　 1．酬｝　 1、60　 190
　 　 　 　 　 　 　 　 1s

　　　 （a）　 調査全地域 （58棟）

　 1co

　銘

　譲
耋器

　器

　
11

　 　 　 　 o　 t橘tt
　 　 　 　 ム　嬬強層
　 　 　 　 ◇ 　繪萱遭中

、lst．53　　　　驫變 り1‡韻 憤害あ り

150

撤

破

破

軽

小

中

大 随

000 　 020 　 040 　 060 　 050 　 1、00　 12D 　 140 　 1．50
　 　 　 　 　 　 　 　 1s

　　　 （b）　 震度 7地域 〔3 棟）

　　
°
　 9−．ゑ……．．．』「．．『．．、◎．＿…．．．．…

　 　 　 　 　 　 ム

　 　 　 Q ＿

6． ま とめ

（1）震度 7 地域で は耐震化 率 が 高く被害が 少 なか

っ た。

（2）建設年と被害の 関係か らは，建 設年代 が新 し

くな るに つ れ被害の 割合は少 なくな っ た 。 新耐

震基 準に よる建 物 で は，ピ ロ テ ィ 建物 と渡 り廊

下棟 の 1 階柱 には大 きな被 害が 見 られ た が ，そ

れ を除 け ば小破 の 被害に お さま っ た。

（3）耐震診断結果 と被害 の 関係 か らは，Is値が基

準値 Iso＝0．63 を下回 っ て い た建物の 被害は軽微

か ら中破まで あっ たが ，Is が基準値 を上回 っ て

い た建物 の 被 害 は，ピ ロ テ ィ建物 と基礎構造に

被害を受 けた建 物 を除 けば ， 軽微 にお さま っ て

い た。

DDgD30705050

の

3020100

　

　

　

　

3居
o

o　未龝鹽
ム　櫨強済

◇　禰聾趣中

口蘯り1ま着變披響あ り

轍

破

確

輊

小

中

大確

0、00　 0．踟　 0．40　 0．60　0．50　 1．00　 † 2e　 140 　 1，仭　 180

　 　 　 　 　 　 　 　 1s

　　 （c）　 震度 6強地域 （13棟）

　 ・二：：岬 鯔 ：：；：…　　　　　　　 Eva

Ellleeiiip．．i：：i：i．．1　 蠶
1　　　　　　　　　 赧

謝辞　本報告の た めに 目本建 築学会 の 文教施設

の 耐震性能等に 関する調査研究委員会 （主 査壁

谷 澤東京大学地震研教授 ）の 報告書，新潟 県設

計協同組合内 の 耐震判定会 の 耐震診断報告 書，

お よ び新潟県保有の施設 台帳の デ ータを使 わせ

て頂 きま した。ま た，調査 にあた り中村友紀子

講 師 （新 潟 大学 自然系）に多大 な援助 を頂 きま

した 。 関係各位に深 く感謝 い た し ます 。

　 　の

　器

　藷
譱器

　鴛

　
11

　 　 　 　 o 　未補強

　 　 　 　 △　補彊濟

　 　 　 　 ◇ 　補璽趣中

Is453 　　　　驫蘯 り1堵 蹴 審 あり

　 O．00　 0、20　 0．　OP　 O．6σ　 O、曲0　 100 　 120 　 1．40　 16D 　 1、30
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ls

　　　　 （d）　震度 6弱地域 （42棟）

図
一6 構造耐震指標 ls と耐震性能残存率 R

の関係

参考文献

1）　日本建築学会 ：2004 年 10 月 23 日新潟県中

　　越地震の 災害調査速報
2）　日 本建築 学会 ：文教施設 の 耐震性 能等に 関す

　　る調査 研究報告書，平成 17年 3 月

3） 本多良政 ， 加藤大介 ， 中村友紀子 ： 2004 年

　　新潟県中越 地 震にお ける耐震補 強 した RC

　　造 建築物 の 被 害 ， 目本 建 築学会 北 陸支 部研

　　梗概集，平成 17 年
4） 本多良政，加藤大介 ：2004 年新潟県中越地震

　　に お ける耐震 補強 し た RC 造建物 の 耐震性
　　能に 関す る考察，日本建築学会大会，平成

　　 17年
5）　 日本建築防災協会 ：再使用の 可能性 を判 定し ，

　　復 旧す る た め の 震 災建 築物 の 被災度判定基
　　準お よび復 1日技術指針，平成 13 年 9 月

一1272一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


